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令和６年度定期監査結果報告書 

 

１　基準に準拠している旨 

　　　監査委員は、下妻市監査基準（令和４年下妻市監査委員告示第３号）に準拠して監査を

行った。 

 

２　監査の種類 

　　　 地方自治法第１９９条第４項の規定に基づく定期監査 

 

３　監査の期日　　　　　 

令和６年１０月１８日 

 

４　監査の対象　　　　　 

総務部　総務課・消防防災課・財政課・資産経営課 

　　　議会事務局 

　　　　教育部　学校教育課・指導課・生涯学習課・図書館・公民館 

 

５　監査の方法　　　　 

　　あらかじめ通知しておいた執行要領に基づき、関係諸帳簿等資料の提出を求め、補助

職員に書類審査等の予備審査を行わせた。また、本監査においては、提出資料に基づき

関係職員から説明を受け、監査を執行した。 

 

６　監査の着眼点 

　　　監査に当たっては、令和６年度の財務に関する事務事業のうち、令和６年８月３１日

までに執行したものを対象とし、各課が処理する財務及び事務事業が適正で計画的かつ

効率的に執行されていることに主眼を置き実施した。 

 

７　提出書類 

　　 （様式１）　　事務分掌表 

　　 （様式１－１）職員配置状況・時間外勤務状況・休暇取得状況 

　　 （様式２）　　過年度分収入未済額状況 

　　 （様式３）　　３０万円以上の委託料執行状況 

　　 （様式４）　　３０万円以上の契約執行状況 

　　 （様式５）　　負担金補助及び交付金支出状況 

　 　（様式５－１）各種団体等の通帳・印章の取扱状況 

　 　（様式６）　　備品調 

　 　（様式７）　　予算執行状況（歳入） 

　　 （様式８）　　予算執行状況（歳出）　　 
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８　監査の結果及び意見 

　　　　　今回の定期監査において、各課の事務事業の執行状況は、概ね適正に執行されている

ものと認められた。一部軽微な事項については、その都度口頭により指導を行った。引

き続き、組織的なチェック体制の強化に努め、事務執行に当たっては十分留意されたい。 

　　　さらに、次の事項について改善努力を要望する。 

 

　⑴　職員配置状況・時間外勤務状況・休暇取得状況について 

　　　今年度より職員の配置状況、時間外勤務状況及び休暇取得状況を新たな監査項目と

して追加した。職員の労働時間や休暇取得状況等を把握し、時間外勤務の短縮等を図

ることは、安全衛生の観点だけではなく、自治体経営にも大きく関連することから各

所属長及び人事担当課は注視されたい。 

 

　⑵　３０万円以上の委託料及び委託料以外の執行状況について 

　　　委託料の契約に関し、契約の締結に際して求められる公正・公平性、透明性、競争

性、経済性の確保を図る観点から、随意契約による場合、原則２者以上から見積書を

徴し、その理由は適正か検討されたい。 

　　　また、特命随意契約によりやむを得ず１者のみから見積書を徴した場合、地方公共

団体の契約は入札を原則としていることを踏まえ、競争性の高い契約方法への移行に 

　　ついて、該当する全ての課において検証されたい。 

　　 さらに、契約の変更に当たっては、安易な契約変更となることのないよう十分な事

前調査に努められたい。 

　 

　⑶　負担金補助及び交付金支出状況について 

市が交付している各種補助金及び交付金については、下妻市補助金等交付規則に基

づき執行されているところだが、補助金等の公益性や有効性の検証を行い、今後の執

行の見直しをされたい。また、実績報告書の審査等を適切に行い、事業成果の検収に

より実績に応じて交付されたい。 

 

　⑷　各種団体等の通帳・印章の取扱状況について 

　　  今年度より各課で担当している団体等事務局の通帳と印章の管理状況を監査項目に

追加した。これは、現金の出納、通帳及び印章が適正に管理されているかを確認する 

　　ためである。１人の担当者に任せることなく、複数人で入出金のチェックを行うよう

適正な管理をされたい。 

 

⑸　予算執行状況について 

　　　財源確保は、地方交付税の大幅な減収が見込まれる中で、非常に厳しい状況にある

と思われる。予算の執行に当たっては、前例踏襲することなく、算出根拠の明確化や

見積の精査に努め、効率的な執行と適正な事務処理をされたい。 
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９　まとめ 

　　　財政運営を取り巻く環境は非常に厳しい状況であり、予算の執行について大変苦慮さ

れていることと推測する。事務事業の取捨選択による歳出の削減、国・県の補助金及び

市債の有効活用等を検討されたい。 

　　　　職員一人ひとりが市の財政状況を把握し、財政に関する事務及び経営が正確性、経済

性、効率性及び有効性を持って行われているかを熟考し、限りある財源の使途を意識し

て事務の執行に努められたい。 

  

 


